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１．給付の種類と流れについて 

○ 現物給付 病院や診療所での治療を受ける、あるいは調剤薬局で医師の処方せんに基づ
いた薬をもらうというもの  

○ 現金給付 休業補償の場合の「傷病手当金」のように現金（振込）で支給されるもの 

分類 被保険者 被扶養者 給付の内容 

療養等の給付 療養の給付 家族療養費 業務外の事由で疾病または負傷した場合は、保険医療機関で被保険者証を提示して、医療費の一
部負担することにより、必要な医療が受けられます。 

現物給付 

入院時食事療養費 入院時には、療養の給付とあわせて、食事療養の費用の一部を負担することにより、食事の提供が
受けられます。 

入院時生活 療養費  65歳以上の方で療養病床に入院する場合は、療養の給付とあわせて、生活療養の費用の一部を
負担することにより、生活療養の提供が受けられます。 

保険外併用 療養費  保険が適用されない保険外診療を受けた場合は、保険が適用される部分も含めて医療費を全額自
己負担することになります（いわゆる混合診療の禁止）。しかし、高度先進医療などの「評価療養」と
特別療養環境室への入院などの「選定療養」を受けた場合は、一般治療と共通する部分に保険を
適用し、評価療養及び選定療養の特別料金を自己負担することにより、必要な医療が受けられます。 

療養費  やむを得ない事情で療養の給付を受けることができず、全額自己負担した場合は、その費用のうち
保険者が認めた分から自己負担相当額を差し引いた額が療養費として支給されます。 

現金給付 

訪問看護療養費 家族訪問看護療養費 末期がんや難病のため自宅療養しており、訪問看護ステーションからの訪問看護サービスを受ける
場合は、その費用の一部を負担することにより、療養上の世話や必要な診療の補助を受けられま
す。 

現物給付 

高額療養費  1ヵ月の保険診療にかかる自己負担額が自己負担限度額を超えた場合は、その超えた額が高額療
養費として支給されます。 

現金給付 

高額介護合算療養費 1年間の医療保険と介護保険にかかる自己負担額が自己負担限度額を超えた場合は、その超えた
額が高額介護合算療養費として支給されます。 

移送費 家族移送費 疾病や負傷により移動が困難で、緊急その他止むを得ないため、移送された場合は、移送に要した
費用のうち保険者が認めた額が移送費として支給されます。 

休業の給付 傷病手当金 － 疾病または負傷のため労務につくことができず、この間報酬を受けることができない場合は、傷病
手当金が支給されます。 

出産の給付 出産手当金 － 出産のため仕事を休み、この間報酬を受けることができない場合は、出産手当金が支給されます。 

出産育児一時金 家族出産育児一時金 被保険者または被扶養者が出産した場合は、出産育児一時金が支給されます。 

死亡の給付 埋葬料（費） 家族埋葬料 被保険者または被扶養者が死亡した場合は、埋葬料（費）が支給されます。 
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○ 現物給付の仕組み 

保険診療を受けた際の医療費（診療報酬）や入院中の食費（入院時食事療養費）は、被保険者がその一部
を自己負担し、残額を協会けんぽから医療機関に支払いします。医療機関からの請求や協会けんぽからの
支払いは、「社会保険診療報酬支払基金」という機関を通して行います。支払基金は、保険者と医療機関の
間に立ち、請求内容（レセプト）のチェックも行います。 

全国健康保険協会 
（協会けんぽ） 

事業主 

被保険者 
被扶養者 

保険医療機関 

社会保険 
診療報酬支払基金 保険料を給与・賞与等から控除 

保険料を支払う ※ 

医療費等を支払う 

医療費等を請求する 窓口負担 

診察 

医療費等を支払う 

医療費等を請求する 
※実際に事業主が保険料を納付する 
 先は年金事務所になる。 
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○ 給付条件 

失効していない被保険者証（健康保険被保険者証）を持っていること。受診の際や給付を受ける際に提示する
必要があります。ただし、退職などにより被保険者でなくなった後でも、一定の条件で給付が受けられるものも
あります。  

給付条件を満たしていても、以下に該当する場合は給付が受けられません。  
 
① 仕事上（業務上）や通勤災害による病気やケガ  
 
  労災保険から給付が受けられるため、健康保険の給付は行われません。  
  （被保険者が5人未満の法人の適用事業所の代表者（役員）は、労災を受けられない場合、協会けんぽからの 
   給付が受けられる特例があります。 ） 
 
② 病気とみなされないもの 
  
  日常生活に支障がないのに受ける診療の場合は健康保険の給付は受けられません。  

給付が認められないもの 例外的に給付が認められるもの  

単なる疲労や倦怠 疲労が続き病気が疑われるような場合 

美容を目的とする整形手術 斜視等で労務に支障をきたす場合、生まれつきの口唇裂の手術、けがの処理のための整形手術、他人に著
しい不快感を与えるワキガの手術など 

シミ・アザなどの先天的な皮膚の病気 治療が可能で治療を必要とする場合 

近視の手術 視力に変調があって医師の診療・検査を受ける場合 

研究中の先進医療 大学病院などで厚生労働大臣の定める診療を受ける場合 

予防注射 感染の危険があるハシカ、百日せき、破傷風、狂犬病の場合の予防注射 ※インフルエンザの予防接種は認
められません 

健康診断、人間ドック 健康保険の保健事業としての健康診断、結核検診、特定健康診査、特定保険指導 

正常な妊娠・出産 妊娠中毒症などによる異常分娩の場合、帝王切開の場合 

経済的理由による人工妊娠中絶 母体に危険が迫った場合に母体を保護するための人工妊娠中絶 
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○ 現金給付の流れについて 

協会けんぽ 
宮崎支部 

協会けんぽ 
本部 

みずほ銀行 
東京中央支店 

医療機関 

協会けんぽは、みずほ銀行とコンピュータシステムを直接接続するデータ通信サービス  「ファームバンキング」  
により振込処理を行っています。 

給付金申請 
支部 

支給決定処理 

翌日 
支給決定処理 

現金給付のうち、傷病手当金、出産手当金、出産育児一時金、埋葬料については「受付から
支払まで10営業日以内に支払う」というサービススタンダードを定めています。 

被保険者 

受付日を含め７営業日
以内に支給決定 
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２．給付適正化の取り組みについて 

取り組み項目 取り組み内容 

○傷病手当金・出産手当金の審査
強化（立入検査） 

○資格取得日や標準報酬月額に疑義のある申請に対しては、保険給付適正化プロジェクトチーム
会議において支給の適否を協議し、必要に応じて日本年金機構と連携を取り事業所調査を実施の
うえ保険給付の適正化に努める。 
 
○審査医師（内科・整形外科・精神科）を積極的に活用し、より適正な給付に努める。 
 
○職員の知識の向上と傷病手当金のさらなる適正化を図ることを目的に、年金事務所職員による
障害厚生年金に関する研修を実施した。 
 
 

○柔道整復施術療養費の照会業
務の強化（整骨院・接骨院） 

○多部位かつ頻回の申請について加入者に対する文書照会を強化するとともに、照会時にチラシ
を同封して正しい知識を普及させるための広報を行い、適正受診の促進を図る。 
 
○柔道整復施術療養費審査委員会による申請書の審査時の指摘事項を施術所へ通知することに
よる適正な申請書の提出を促す。 

○あはき療養費の適正化 ○あんま・マッサージ、はり・きゅう療養費について、頻回受診者、往療料のある者及び長期受診者
等を中心に患者照会を実施する。また、患者照会に併せて適正受診に関するリーフレットにより啓
発を行う。 

協会けんぽ宮崎支部では、事業所に対する調査権限を活用した立入検査により現金給付の審査強化を図り、
また、柔道整復施術療養費（整骨院等）の照会業務の強化、はり・きゅう、あんま・マッサージ療養費の申請に
ついての患者照会を実施するなどして給付適正化に向けて取り組んでいます。 
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３．高額療養費（限度額適用認定証の利用促進）について 

○  高額療養費 
 ７０歳未満の被保険者・被扶養者が、同一の医療機関に対して１か月に窓口で支払った一部負
担金・自己負担額が自己負担限度額（高額療養費算定基準額：被保険者の所得区分により額に
差がある）を超えたときは、申請により超えた分が高額療養費としてあとで支給されます。高額療
養費が支給されるのは診療月から４か月程度かかります。 
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 限度額適用認定証の利用により加入者の医療機関窓口での負担が軽減されるため、事業主や
健康保険委員等に対してチラシやリーフレットによる広報を実施するとともに、地域の医療機関と
連携し、窓口に限度額適用認定申請書を設置するなどして利用促進の取り組みを行ってます。 

○  限度額適用認定証 
 あらかじめ保険者（協会けんぽ等）に申請をして認定証を受けていれば、窓口での負担額その
ものが、自己負担限度額までにとどめられます。（高額療養費の申請をしなくてよい。） 
 ７０歳以上７５歳未満の方は、高齢受給者証を提示すればよい。（非課税者を除く） 

被保険者の所得区分 自己負担限度額 多数該当（※） 

 ①区分ア 
 （標準報酬月額８３万円以上の方） 

 

  252,600円＋（総医療費－842,000円）×1％ 

 

   140,100円 

 ②区分イ 
 （標準報酬月額５３～７９万円の方） 

 

  167,400円＋（総医療費－558,000円）×1％ 

 

     93,000円 

 ③区分ウ 
 （標準報酬月額２８～５０万円の方） 

 

    80,100円＋（総医療費－267,000円）×1％ 

 

     44,400円 

 ④区分エ 
 （標準報酬月額２６万円以下の方） 

 

           57,600円 

 

     44,400円 

 ⑤区分オ 
 （区分ウ・エのうち市区町村民税が非課税の方） 

 

           35,400円 

 

     24,600円 

※
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４．出産育児一時金について 

○ 支給額について 

 通常分娩のときには定期健診や出産の費用に健康保険を使えないため、その費用負担を補う目的で、被保険者
や被扶養者が出産をしたとき、1児ごとに一定額が出産育児一時金として支給されます。 
 ※出産とは、妊娠4ヶ月（85日）以上の出産で、早産、死産、流産、人工妊娠中絶も含まれます。  

1児あたり40万4,000円。 
※産科医療補償制度に加入する医療機関で在胎週数22週以降の出産であった場合は42万円。 

産科医療 
補償制度 

加入 

非加入 

在胎週数 

22週未満 22週以上 

40万4,000円 

42万円 40万4,000円 

40万4,000円 

【産科医療保障制度】 
 分娩に関わる医療事故により脳性麻痺となった子、およびその家族の経
済的負担を速やかに補償するとともに、事故原因の分析を行い、紛争の防
止・早期解決、産科医療の質の向上を図ることを目的とした制度です。 
 財団法人日本医療機能評価機構が運営し、医療機関から収集した掛金
（16,000円/児）を保険会社へ支払うことで、事故が発生した際に、保険会
社から補償請求者（児またはその保護者）へ保険金が支払われます。 

○ 支給方法について 
直接支払制度を利用した場合 
 被保険者（被扶養者）が医療機関等と出産育児一時金の申請及び受け取りに関する代理契約を締結することに
より、医療機関が保険者に請求し、保険者は分娩に要する費用のうち、出産育児一時金の額を限度として医療機
関等に支払う仕組みのことをいいます。 
 出産に要する費用が出産育児一時金の額を超えた場合は、被保険者（被扶養者）は超えた額を医療機関に支払います。分娩に要する費用が
出産育児一時金の額を超えない場合は、出産育児一時金と分娩に要する費用との差額が支払われます。 
 直接支払制度を利用された方は保険者に差額分の請求申請が必要です。（内払金・差額申請） 

直接支払制度を利用しない場合 
 直接支払制度の利用を希望されない場合は、分娩に要する費用を全額医療機関にお支払い頂き、出産後に
保険者に申請することにより支給されます。 

◎ 未申請者に対する勧奨通知について 
 直接支払制度を利用しており、分娩に要した費用が出産育児一時金の額を超えていない方の内、その差額につ
いて出産育児一時金の申請をされていない方に対して、協会けんぽから差額申請書を送付しています。医療機関
からの専用請求書を元に送付する為、出産から概ね3～4ヶ月後に送付しています。 
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５．届書・申請書作成支援サービスについて 
 申請支援サービスは、加入者の皆様が入力可能な申請書等のＰＤＦファイルをダウンロードし、パソコン上で必要
事項を入力することで申請書等が作成できるサービスです。各項目の入力時には、項目の説明を表示するほか、入
力内容の簡易チェックが実施されます。（平成29年9月4日より提供開始） 

○ サービスの特徴 

 入力が可能なPDFファイルをホームページにて提供します。 
 各記入項目の説明を参照しながら入力できます。 
 記入漏れや記入誤り等自動でチェックし、お知らせします。 
 記入漏れ・記入誤りによる再提出の手間が少なくなります。 

 

○ ご利用の手順 

協会けんぽの 
ホームページから 
ＰＤＦファイルを 
ダウンロード 

必要項目を 
入力し、印刷 

ご加入の 
協会けんぽ支部 
へ郵送 

手書きする項目 
を記入し、押印 

◎ 現金給付等の申請に係る郵送化の推進 

協会けんぽで受付している申請書は、全て郵送で提出できます。 
窓口へ訪問する手間や、待ち時間のない郵送での提出を各種広報媒体を通じお知らせしています。     
（平成28年度の全国平均郵送化率 83.4％ 宮崎支部：76.1％） 
※ 平成30年度の業績指標評価指標（ＫＰＩ） 全国：90.0％以上  宮崎支部：80.0％以上 
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６．平成30年度事業計画における現金給付に関する Ｋ Ｐ Ｉ について 

○  Ｋ Ｐ Ｉ （重要業績評価指標）一覧 

具体的施策 宮崎支部 Ｋ Ｐ Ｉ 全国現状 
（平成28年度末） 

宮崎支部現状
（平成28年度末） 

柔道整復施術療養費等の照
会業務の強化 

柔道整復施術療養費の申請に占める、施
術箇所３部位以上、かつ月15日以上の施

術の申請の割合について対前年度以下と
する 

１．４９％ １．１３％ 

サービス水準の向上 サービススタンダードの達成状況を100％と
する 

９９．９９％ １００％ 

サービス水準の向上 現金給付等の申請に係る郵送化率を80％
以上とする 

８３．４％ ７６．１％ 

限度額適用認定証の利用促
進 

高額療養費制度に占める限度額適用認定
証の使用割合を86.5％以上とする 

８２．０％ ８６．３％ 
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